
議案第75号

南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。

ノ、

令和2年12月8日提出

(提案理由)

地方税法等の一部を改正する法律(令和2年法律第5号)及び地方税法施行令のー

部を改正する政令(令和2年政令第264号)の改正に伴い、南風原町国民健康保険税

条例(平成12年南風原町条例第12号)の一部を改正する必要があるため提案する。

V

南風原町長赤嶺正之

-1-



南風原町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

南風原町国民健康保険税条例(平成12年南風原町条例第12号)の一部を次のように改

正する。

第19条第1号中「330,000円」を「430,000円(納税義務者並びにその世帯に属する国

民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者(前年中に法

第703条の5に規定する総所得金額に係る所得税法(昭和40年法律第詩号)第28条第1

項に規定する給与所得について同条第3項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者

(同条第1項に規定する給与等の収入金額が550,000円を超える者に限る。)をいう。

以下この号において同じ。)の数及び公的年金等に係る所得を有する者(前年中に法第

703条の5に規定する総所得金額に係る所得税法第35条第3項に規定する公的年金等に

係る所得について同条第4項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者(年齢65歳

未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が600,000円を超える者に限り、年齢65

歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が1,100,000円を超える者に限る。)

をいい、給与所得を有する者を除く。)の数の合計数(以下この条において「給与所得

者等の数」という。)が2以上の場合にあっては、 430,000円に当該給与所得者等の数

から1を減じた数に100,000円を乗じて得た金額を加算した金額)」に改め、同条第2

号及び第3号中「330,000円」を「430,000円絲内税義務者並びにその世帯に属する国民

健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合に

あっては、 430,000円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に100,000円を乗じて得

た金額を加算した金額)」に改める。

附則第2項中「所得税法(昭和40年法律第33号)」を「所得税法」に改め、「中「法

第703条の5に規定する総所得金額」の次に「及び山林所得額」を加え、「、 W却を

r N却に、「とする。)」」を「とする。)及び山林所得金額」と、「1,100,000

円」とあるのは「1,250,000円」」に改める。

附則第4項及び第5項中「第35条の2第1項」の次に「、第35条の3第1項」を加え

る。
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第1条この条例は、令和3年1月1日から施行する。

(適用区分)

第2条この条例による改正後の南風原町国民健康保険税条例の規定は、令和3年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和2年度分までの国民健康保険税に

ついては、なお従前の例による。

ノー
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(国民健康保険税の減額)

第玲条次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義

務者に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本

文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して得た額

(当該減額して得た額が630,000円を超える場合には 、

630,000円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額か

らウ及び工に掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た

額が190,000円を超える場合には、 190,000円)並びに同条第

4項本文の介護納付金課税額からオ及び力に掲げる額を減額

して得た額(当該減額して得た額が170,000円を超える場合に

は、 170,000円)の合算額とする。

(1)法第703条の 5 に規定する総所得金額及び山林所得金
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(2)法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、豊豊Ω四旦旦巴に被保険者及び特定同一世帯所属者
1人につき285,000円を加算した金額を超えない世帯に係る
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(3)法第703条の5 に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、旦旦Ω四四日に被保険者及び特定同一世帯所属者
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所属者1人につき520,000円を加算した金額を超えない世帯
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附則

1 (略)

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

伊D

2 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被

保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所径税塗第

35条第3項に規定する公的年金等に係る所得について同条第

4項に規定する公的年金等控除額(年齢砧歳以上である者に

係るものに限る。)の控除を受けた場合に船ける第19条の規

定の適用については、同条中「法第703条の5 に規定する総所
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くは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を

有する場合における第3条、第5条、第7条及び第19条の規

定の適用については、第3条第1項中「及び山林所得金額の

合計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額(租税

特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第 1項若しく

は第 2 項、第34条第 1項、第34条の 2第 1項、第34条の 3 第

1項、第35条第 1項、第35条の 2第 1項

又は第36条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用

により同法第31条第1項に規定する長期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額。以下この項において「控除後

の長期譲渡所得の金額」という。)の合計額から法第314条の

2第2項」と、「及び山林所得金額の合計額(」とあるのは

「及び山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額(」と、同条第2項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第34条第4項に規定する

長期譲渡所得の金額」と、第19条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第34条第4項に規

定する長期譲渡所得の金額」とする。

(短期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例)

5 前項の規定は、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、法附則第35条第

5項の譲渡所得を有する場合について準用する。この場合に

おいて、前項中「法附則第34条第4項」とあるのは「法附則

改正後
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くは特定同一世帯所属者が法附則第34条第4項の譲渡所得を
有する場合に船ける第3条、第5条、第7条及び第19条の規
定の適用にっいては、第3条第1項中「及び山林所得金額の
合計額から同条第2項」とあるのは「及び山林所得金額並び
に法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額(租税
特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第 1項若しく
は第2項、第34条第 1項、第34条の 2 第 1項、第34条の 3第
1項、第35条第 1項、第35条の 2第 1項又は第36条の規定に
該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条第
1項に規定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除
した金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金
額」という。)の合計額から法第314条の 2第2項」と、「及
び山林所得金額の合計額(」とあるのは「及び山林所得金額
並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額(」と、同条第
2項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得
金額又は法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金

額」と、第19条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山
林所得金額並びに法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所
得の金額」とする。

(短期讓渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例)

5 前項の規定は、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険
の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、法附則第35条第
5項の譲渡所得を有する場合について準用する。との場合に

おいて、前項中「法附則第34条第4項」とあるのは「法附則

35 の3 1項
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第35条第5項」と、「長期譲渡所得の金額」とあるのは「短

期譲渡所得の金額」と、「第35条の2第1項 35 の3

1墾_又は第36条」とあるのは「又は第36条」と、「第31条第

1項」とあるのは「第32条第 1項」と読み替えるものとす
る。

(略)6 ~15

改正後

^

第35条第5項」と、「長期譲渡所得の金額」とあるのは「短

期譲渡所得の金額」と、「第35条の 2第1項又は第36条」と
あるのは「又は第36条」と、「第31条第 1項」とあるのは

「第32条第 1項」と読み替えるものとする。

(略)6 ~15
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